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大津市教育振興基本計画策定懇話会設置要綱 

（設置） 

第１条 本市における教育の振興のための施策に関する基本的な計画（以下「本市教育振興基本計画」

という。）の策定に関し、学識経験者、関係団体等から広く意見を聴取するため、大津市教育振興基

本計画策定懇話会（以下「懇話会」という。）を設置する。 

（意見を聴取する事項） 

第２条 懇話会においては、次に掲げる事項について意見を聴取する。 

⑴ 本市教育振興基本計画の策定に関すること。 

⑵ その他懇話会の設置の目的を達成するために必要な事項に関すること。 

（構成） 

第３条 懇話会は、次に掲げる者５人以内をもって構成する。 

 ⑴ 学識経験を有する者 

 ⑵ 本市の教育の振興のために活動する市民等が組織する団体が推薦する者 

 ⑶ その他市長が必要と認める者 

 （会議） 

第４条 懇話会の会議（以下「会議」という。）は、次条の規定により庶務を担当する課の長（以下「庶

務担当課長」という。）が招集する。 

２ 会議は、あらかじめ庶務担当課長が構成員のうちから指名した座長が進行するものとする。 

３ 庶務担当課長は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、その意見を聴くことが

できる。 

４ 前項の規定にかかわらず、庶務担当課長は、新型コロナウイルス感染症等の予防等のため、会議を

招集せず、構成員に対し、書面によって意見等を聴くことができるものとする。 

５ 会議は、原則として公開するものとし、公開に関する事項は、別に定める。 

 （庶務） 

第５条 懇話会の庶務は、政策調整部企画調整課において処理する。 

 （委任） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、懇話会の運営に関し必要な事項は、庶務担当課長が定める。 

附 則 

この要綱は、令和２年５月２８日から施行する。 

 



教育大綱と教育振興基本計画 

１ 法律上の位置づけ 

 大綱 教育振興基本計画 

根拠法令 地方教育行政の組織及び運営に関する法律 教育基本法 

策定主体 地方公共団体の長 

※総合教育会議において要協議 

地方公共団体 

策定方法 

 

国の「教育振興基本計画」の基本的な方針を参酌し、

その地域の実情に応じ策定 

国の「教育振興基本計画」全体（基本的な方針及

び講ずべき施策その他必要な事項）を参酌し、そ

の地域の実情に応じ策定 

範囲等 地方公共団体の教育、学術及び文化の振興に関する

総合的な施策の大綱     ※必須 

地方公共団体における教育の振興のための施策に

関する基本的な計画    ※努力義務 

 

２ 大綱に関する文部科学省の考え方  

（平成 26 年 7 月 17 日 文部科学省初等中等教育局長 通知） 

(1) 定義 

○ 大綱は、地方公共団体の教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策について、その目標や施策の根本となる

方針を定めるものである。 

○ 大綱は、教育基本法に基づき策定される国の教育振興基本計画における基本的な方針を参酌して定めることとされ

ているが、教育の課題が地域によって様々であることを踏まえ、地方公共団体の長は、地域の実情に応じて大綱を

策定するものである。 

○ 大綱の対象期間については、４年から５年程度を想定している。 

(2) 教育振興基本計画その他の計画との関係 

地方公共団体において、教育振興基本計画その他の計画を定めている場合には、その中の目標や施策の根本となる

方針の部分が大綱に該当すると位置付けることができると考えられることから、地方公共団体の長が、総合教育会議

において教育委員会と協議・調整し、教育振興基本計画をもって大綱に代えることと判断した場合には、別途、大綱

を策定する必要はない。 

 

○地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

 (大綱の策定等) 

第一条の三 地方公共団体の長は、教育基本法第十七条第一項に規定する基本的な方針を参酌し、その地域の実情に

応じ、当該地方公共団体の教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策の大綱(以下単に「大綱」という。)を定

めるものとする。 

２ 地方公共団体の長は、大綱を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、次条第一項の総合教育会

議において協議するものとする。 

３ 地方公共団体の長は、大綱を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

４ 第一項の規定は、地方公共団体の長に対し、第二十一条に規定する事務を管理し、又は執行する権限を与えるも

のと解釈してはならない。 

(総合教育会議) 

第一条の四 地方公共団体の長は、大綱の策定に関する協議及び次に掲げる事項についての協議並びにこれらに関す

る次項各号に掲げる構成員の事務の調整を行うため、総合教育会議を設けるものとする。 

一 教育を行うための諸条件の整備その他の地域の実情に応じた教育、学術及び文化の振興を図るため重点的に講

ずべき施策 

二 児童、生徒等の生命又は身体に現に被害が生じ、又はまさに被害が生ずるおそれがあると見込まれる場合等の

緊急の場合に講ずべき措置 

２ 総合教育会議は、次に掲げる者をもつて構成する。 

一 地方公共団体の長 

二 教育委員会 

３ 総合教育会議は、地方公共団体の長が招集する。 

４ 教育委員会は、その権限に属する事務に関して協議する必要があると思料するときは、地方公共団体の長に対し、



協議すべき具体的事項を示して、総合教育会議の招集を求めることができる。 

５ 総合教育会議は、第一項の協議を行うに当たつて必要があると認めるときは、関係者又は学識経験を有する者か

ら、当該協議すべき事項に関して意見を聴くことができる。 

６ 総合教育会議は、公開する。ただし、個人の秘密を保つため必要があると認めるとき、又は会議の公正が害され

るおそれがあると認めるときその他公益上必要があると認めるときは、この限りでない。 

７ 地方公共団体の長は、総合教育会議の終了後、遅滞なく、総合教育会議の定めるところにより、その議事録を作

成し、これを公表するよう努めなければならない。 

８ 総合教育会議においてその構成員の事務の調整が行われた事項については、当該構成員は、その調整の結果を尊

重しなければならない。 

９ 前各項に定めるもののほか、総合教育会議の運営に関し必要な事項は、総合教育会議が定める。 

 

○教育基本法（抜粋） 

(教育振興基本計画) 

第十七条 政府は、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、教育の振興に関する施策につい

ての基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事項について、基本的な計画を定め、これを国会に報告するとと

もに、公表しなければならない。 

２ 地方公共団体は、前項の計画を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体における教育の振興のための

施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなければならない。 

 

○大津市議会会議条例（抜粋） 

(議決事件) 

第 6条の 2 法第 96条第 2項の規定による議会の議決すべき事件は、次のとおりとする。 

(5) 大津市教育大綱(大津市教育振興基本計画をもって教育大綱に代える場合は、同計画のうち、基本的な方針及び

講ずべき施策のうち重点的に取り組む事項に係る部分)の策定、変更又は廃止。 

 



Ｒ６年度 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

議会関連

懇話会

総合教育会議

教育委員会

会議

プロジェクト

 会議

計画策定

業者選定
業者選定作業

第４期教育振興基本計画（大綱）策定スケジュール

議決

総務常任

委員会

重要案件

説明

議案

上程

連合審査会

④－１「計画修正案」協

議

連合審査会

⑤「最終計画案」協議

(パブコメ案報告)

連合審査会

「最終計画」報告

最終計画

作成

パブコメ

実施

公表

計画案作成・修正
成果検証・課題抽出

データ整理
計画周知

スケジュール

①基本理念
②基本方針 ③「計画素案」協議 ④－１「計画修正案」協議

⑤「最終計画案」協議

（議会上程版）
④－２「計画修正案」協議

委員人選・就任依頼
決定報告

(郵送）
③「計画素案」協議 ⑤「最終計画案」報告

教育長・委員協議

（②基本方針）

教育長・委員協議

（③「計画素案」協議）

教育長・委員協議

（④－１「計画修正案」協議）
教育長・委員協議

（④－２「計画修正案」協議）

教育長・委員協議

⑤「最終計画案」協議

教育長・委員協議

（①基本理念）

定例会

議決

（計画の策定）

庁内プロジェクト会議

(計画案作成・事業進捗確認等）

全体会

（②基本方針）
分科会（③「計画素案」）

全体会

⑤「最終計画案」報告

分科会（③「計画素案」）

分科会（③「計画素案」）

分科会（④－１「計画修正案」）

分科会（④－１「計画修正案」）

分科会（④－１「計画修正案」）



第４期 教育振興基本計画・教育大綱 基本理念（案）

一人ひとりが輝き、ともに未来を創る大津の教育

【個の伸長、多様性の尊重】
・自分で考える力
・主体的に考え、判断し、行動する
・それぞれの個性や異なる価値観を認め、受け入れる
・自信、誇り、自己肯定感
・自分らしさ
・夢、志、目標
・自己実現、達成感、生きがい、喜び
・「誰一人取り残されず」「すべての人の可能性を引き出す」
（国・第４期）

・（個や社会の）夢や可能性を切り拓く
・「人格の完成」と「社会の形成者の育成」（教育基本法）
・「ウェルビーイング」（国・第４期）

【社会の形成者、共生】
・人と関わる力
・他者との協働、協調、調和
・共生、共助
・認め合う、助け合う
・コミュニケーション能力
・前例にとらわれない論理的思考
・予測する力、想像力、表現力
・「社会の創り手の育成」「共生社会」（国・第４期）
・歴史文化の継承

基本理念に関する基本的な考え方
・子どもから成人まですべての年代を対象
・社会教育（生涯学習）、学校教育および家庭教育を扱う
・めざす人間像を包含

＜基本理念＞



■教育基本法第１条には、教育の目的として「人格の完成」と「平和で民主的な国家及び社会の形成者として必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成」が規定されている。そこで、本計画策定に当たっては、これらの実現を普遍的な
使命としつつ、新たな時代の要請とともに、本市の教育をめぐる現状と課題を踏まえることとする。

■国第４期計画によれば、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、学校の役割を再認識するきっかけとなり、学びの変容がもたらされた。予測できない未来に向けて自らが社会を創り出していく視点の必要性とともに、社会の「多様化」
が進む中、誰もが生き生きとした人生を享受できる「共生社会」や、豊かで幸せな人生と社会の持続的な発展のためには、教育の果たす役割が大きいことが示されている。また、「自分のよさや可能性を認識するとともに、あらゆる他者を価
値のある存在として尊重し、多様な人々と協働しながら…（中略）…豊かな人生を切り拓き」、「未来に向けて自らが社会の創り手」となることや、日本社会に根差したウェルビーイングの向上が掲げられている。

■本市では、第３期計画期間中の成果として、一定の学力水準の維持、ICT環境の整備、教育支援センターによる包括的な相談体制の構築、教育環境の整備の推進、学校夢づくりプロジェクト等による自律的な学校づくりの進展などがみられ
た。一方、学習への意欲や関心に課題があることから、多様な学びへの指導・支援等、さらなる充実が必要であり、不登校の児童生徒数は増加していることから、個々の状況に応じた多様な支援体制などよりいっそう一人ひとりに寄り添った
適切な支援が求められる。また、相談体制や学習機会の充実等、子どもを育てる環境づくりに加えて、地域コミュニティの希薄化からも、共生社会の実現につながるさらなる社会教育の学びや活動の機会の創出が必要である。また、子どもを
対象としたアンケートには○○についての意見がみられたことから、○○に留意する必要がある。

■新たな時代への要請と本市の現状を踏まえ、策定に際しては、教育基本法第１条に教育の目的として掲げられる「個の伸長」と「社会の形成者の育成」において、「多様性の尊重」を念頭に「共生社会の実現」をめざすことを基本的な考え方と
する。

■主な成果
 ・全国学力・学習状況調査結果にみられる一定の学力水準の維持
 ・ICT環境の整備、教育支援センターによる包括的な相談体制の構築
 ・教育環境の整備の推進、学校夢づくりプロジェクト等による自律的な学校づくり
■主な課題
 ・全国学力・学習状況調査の結果にみられる意欲や関心の向上における課題
・不登校の児童生徒数の増加
・個々の状況に応じた多様な支援体制など適切な支援
・相談体制や学習機会の充実、子どもを育てる環境づくり
・地域コミュニティの希薄化■国の第４期教育振興基本計画について

■滋賀県の第４期教育振興基本計画について

■人口減少、少子高齢化の進展
■世帯構成の変化と地域コミュニティの希薄化
■教育上の課題の多様化、複雑化
■教職員の負担軽減や働きやすい環境づくり
■将来の予測が困難な時代の到来
■子どもを中心とした総合的な施策の推進

■本計画は、教育基本法第17条第２項に規定された、大津市の教育振興のための施
策に関する基本的な計画と位置づけるとともに、大津市の最上位計画である「大津市
総合計画」の教育に関する施策を総合的かつ体系的に構築するためのものである。
■令和2年に策定した「第３期大津市教育振興基本計画」が令和６年度に最終年度を
迎えることから、「第４期大津市教育振興基本計画」を策定した。なお、本計画をもっ
て、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１条の３第１項に規定された教育大
綱として位置づける。

第４期大津市教育振興基本計画 〔概要①〕 （案）

Ⅰ 計画策定に当たって Ⅱ 大津市の教育をめぐる現状と課題

２ 教育政策をめぐる動向

３ 第３期基本計画期間中の成果と課題１ 計画策定の背景と趣旨

令和７年度を初年度とし、令和１１年度までの５年間。

■将来の予測が困難な時代にあっても、自分のよさを生かしながら自らの可能性を広げ、他者を価値のある存在として尊重し、多様な人々と協働しながら心豊かな人生を切り拓く等、自分や社会の未来をともに創ることをめざす大津の教
育を推進するために、全世代を対象として、次のとおり基本理念を設定する。

１．基本理念

一人ひとりが輝き、
ともに未来を創る
大津の教育

○「一人ひとりが輝く大津の教育」
子どもから成人まで誰もが価値ある存在として尊重され、自分のよさを生かすなど自分らしく幸せや生きがいを感じながら、
自らの夢や可能性を広げていく大津の教育を推進する。（キーワード：個の伸長、多様性の尊重） 

○「ともに未来を創る大津の教育」
学校や地域社会において、多様な他者と協働するなど「ともに」学び支え合うことにより、誰もが自らの「未来」や社会の「未来」の「創り手」として、
生涯にわたって幸せや豊かさを感じる社会の実現に資する教育の推進に努める。（キーワード：社会の形成者、共生）

■基本理念の実現に向けた基本的な方向性として、次の３点が挙げられる。
〇 一人ひとりの可能性を引き出し、自分や社会の未来の創り手として、多様な人々と協働しながら心豊かに生きていくための学びを充実させることが求められること。
〇 このような教育の実効性を高めるには、多様な学びを支える体制や人的・物的な教育的環境の整備のもと、誰もが安心して学べる教育を推進することが不可欠であること。
〇 これらの学びの充実とその基盤整備は、家庭や地域との連携によってよりいっそう確実に進むだけでなく、地域社会における幸せや生きがいの創生につながることから、

 生涯にわたってともに学び支え合う社会の実現に通じるものであること。

■これらをふまえ、「基本方針１ 一人ひとりの可能性を引き出し、心豊かに生きる力を育む」「基本方針２ すべての子どもが安心して学べる教育を推進する」「基本方針３ ともに学び支え合う
社会の実現をめざす」を掲げ、取組を進めることとする。

ともに学び支え合う
社会の実現を目指す

基本方針３

すべての子どもが
安心して学べる教育を推進する

基本方針２

一人ひとりの可能性を引き出し、
心豊かに生きる力を育む

基本方針１

Ⅲ 大津市の教育の基本理念と基本方針

２．基本方針

２ 計画の期間

１ 本市を取り巻く環境の変化や動向



一人ひとりが輝き、
ともに未来を創る
大津の教育

■ 教育に関わる関係部署・関係機関及び学校・家庭・地域との連携：大津市の組
織が一体となって、施策の横断的、総合的な推進を図るとともに、学校だけでは
なく、家庭や地域の住民、企業・事業所など、様々な主体と教育の意義や方向性
を共有し、連携・協働して取り組み、それぞれの教育力を結集して社会全体で本
計画を推進していく。
■ 計画の進行管理と見直し：ＰＤＣＡサイクルの考え方に基づき、実効性のある
計画推進に努める。 また、計画期間中であっても課題の変化に柔軟に対応でき
るよう、計画の見直しを行う。
■ 計画の周知：本市における教育の課題や基本理念、取組の内容などが共有で
きるよう、様々な機会を通じて関係者への周知と、広報紙やホームページなどに
よる積極的な情報発信を行う。
■ なお、実効性を高めるために、策定に向けて、関係者からのヒアリングやパブ
リックコメント、児童生徒の意見聴取の他、学校現場の教職員による参画などに
より、意見を踏まえた検討に加え、子どもを含む関係者の当事者意識の涵養を
図っている。

第４期大津市教育振興基本計画 〔概要②〕（案）

Ⅳ 施策体系

Ⅴ 計画の推進に当たって ①家庭教育の充実（子育てに関する学習の機会、相談活動等）

②家庭・地域・学校の協働の充実（地域学校協働活動、子どもの居場所づくり等）

③生涯にわたり学び支え合う人材の育成（学習機会の充実、学習成果の活用支援、人権学習等）

⑤大津の歴史と文化、伝統を継承する学習機会の充実（歴史や文化資源の学習機会の創出等）

④健康づくりと生涯スポーツの推進（スポーツの機会の充実等）

一人ひとりの可能性を引き出し、
心豊かに生きる力を育む

基本方針１

すべての子どもが
安心して学べる教育を推進する

基本方針２

ともに学び支え合う
社会の実現を目指す

基本方針３

基本理念・基本方針

基本理念

※下線は重点的に取り組む事項

①確かな学びと可能性を引き出す教育の推進（基礎基本の定着、学ぶ力の向上等）

④社会に対応できる教育の推進（キャリア形成、情報活用能力、産官学民との連携等 ）

②豊かな心を育む教育の推進（人権教育、道徳教育等）

⑤郷土への愛着を育む教育の推進（自然体験、環境学習、歴史・文化の学習等）

③健やかな心身を育む教育の推進（体力向上、心の健康、食育等）

④きめ細やかな支援・相談体制の充実（個に応じた支援、教育相談等）

⑤地域社会に根ざした学校づくりの推進（コミュニティ・スクール等）

③教職員の資質向上（教育者としての使命感・専門性・人間性の涵養等 ）

②安全・安心な環境整備の推進（学校施設の整備等）

①学びを支える学校体制づくりの推進（学校組織マネジメントの向上、特色ある学校づくり、チーム学校等）
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